
 

 

 

 

 

 

 
                           
 

 

 
 

憲法９条  

[第１項] 日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動たる［      ］と、 

武力による[      ]又は武力の行使は、国際紛争を解決する手段としては、永久にこれを放棄する。 

[第２項] 前項の目的を達するため、陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない。 

国の［        ］は、これを認めない。 

 

以上の条文にある通り、９条第１項にて〔1        〕、第２項にて「戦力の〔2      〕」と 

「〔3       〕の否認」を定めている。この前提がある中で、日本はどのように安全保障体制を 

作ってきたのだろうか。 
 

■平和主義制定の背景 

日中戦争～WW2 を通して、日本は 300 万人以上の死者 ⇒ 戦争を 2 度と起こさせない確固たる決意 

憲法前文では戦争放棄の理念が記載され、全人類に〔4          〕を保障する姿勢が確認された。 

  

 Q,では、なぜ日本には自衛隊や米軍基地があるのか？  ⇒ 戦後のアメリカの動きが関係している 

  

■第二次世界大戦後の日米関係 

 

この自衛隊などの部隊は、憲法で禁止されている「戦力」にあたるのでは？という違憲論が唱えられてきたが、 

解釈を変化させながら活動を存続させている。 

 

 

 

 

 

戦 後 GHQ の管理下に入った日本 

冷戦の勃発（アメリカを中心とする西側 VS ソ連・中国などによる東側）← 日本はアメリカ側 

1950 
〔5         〕勃発 

〔6           〕発足 

1951 
サンフランシスコ平和条約 ： 占領の解除 

〔7                   〕締結 ： 米軍の[    ]と[      ]を認める 

1952 〔8         〕に改組 

1954 〔9         〕として強化：同年に制定された自衛隊法に基づいて、業務を実施 

(ⅰ)平和主義と自衛隊 

GHQ は、日本に対し軍隊の放棄を指示→平和国家の実現を目指す 

 

これをきっかけに、GHQ は日本へ再軍備の指令を実施 

 

「警察予備隊の目的は治安維持にあり、 
軍隊ではない。」（1950 年 吉田茂首相） 

「憲法が禁じている戦力とは、自衛のための最小限度を 
超えるものを指している。」（1972：田中角栄首相） 

「我が国と密接な他国に対する攻撃が発生し、 

これにより我が国の存立が脅かされる場合、 

国民を守るために他の手段がないのであれば 

必要最小限の実力行使は自衛のための措置 

として憲法上許容される」（2014：安倍晋三首相） 



■日本の防衛政策方針 

（1）〔10         〕（11               ） 

 ・自衛隊を統轄するのは文民（＝           ）であるとする考え方  

・自衛隊は           が最高指揮権をもち、国会や政府の統制下におく 

・内閣には国防に関する審議を行なう〔12            〕（日本版 NSC）が設けられている 

 

（2）〔13        〕：相手から武力攻撃を受けた時に初めて防衛力を行使し、 

その行使は自衛のための必要最低限にとどめる 
 

（3）〔14            〕（1967 佐藤栄作内閣が表明、1971 国会で決議） 

          = 「 核兵器を もたず・つくらず・もちこませず 」 

 

 
 

 1951 日米安全保障条約調印 …米軍が日本に駐留することを認める。日本は必要な基地を提供しただけ！ 

           

 1960 ①日米安全保障条約改定＝新安保条約（日米相互協力及び安全保障条約） 双方性をもつ！ 

・〔15    〕で防衛する義務 … 日本で日米いずれかが攻撃を受けた場合、共同行動をとる 

・事前協議制…安全保障に関する重大な事項は、事前に日米間で協議すること 

     ・10 年の期限（その後は自動延長）→ 現在に至る 

    ②〔16         〕･･･在日米軍の日本での地位や基地の使用について規定 

                   米軍兵士に事実上治外法権的なものを認めていると批判もある 

     

 1978 〔17         〕合意（日米防衛協力のための指針） 

      ・米軍と自衛隊による共同で、作戦などを立てていこう！ 

      ・〔18         〕…在日米軍の駐留費用を一部負担する約束 

1989 冷戦終結 ： 東西両陣営の対立が終わる 

 1991 〔19        〕（アメリカを中心とする国連の多国籍軍 VS イラク） 

     ※自衛隊を海外に派遣できないことで、他国から批判にあう。 

「日本は金を払うだけで、人のサポートが無かった！(怒)」 

国際貢献の面で、自衛隊の海外派遣について議論が起こる。 
 

 1992 〔20           〕成立 ：自衛隊が国連平和維持活動（PKO）に参加 

 1997 〔21           〕成立 

1999 〔22           〕成立：日本周辺に有事が生じたとき、日本本土への攻撃がなくても 

                     米軍の後方支援や、民間の協力の要請を行うことができる 

 2001 アメリカ同時多発テロ ：同年、テロ対策特別措置法を制定し、自衛隊をインド洋へ派遣 

      さらに国際情勢は悪化… 

2003 有事関連３法成立 ： 日本が攻撃を受けた際の対処を規定 

2003 イラク復興支援特別措置法：イラクの非戦闘地域へ自衛隊派遣（＝初の戦時下陸上派遣） 

2004 有事関連７法成立 ： 日本が攻撃を受けた際の対処を規定 

 2009 海賊対処法成立：海賊の被害から守るため、自衛隊を派遣 

2014 〔23             〕の行使を容認 

 2015 〔24           〕：自衛隊の海外派遣や米軍などへの支援を「より拡大」。 

(ⅱ)アメリカとの関係 



 

 

★PKO (国連平和維持活動) 

☑ 1992 年 PKO 協力法を制定し、自衛隊の PKO 参加を条件付きで認める 

☑ PKO５原則に沿って、活動に参加していく → 1992 年、自衛隊がカンボジアに派遣（初の海外派遣） 

（ → その後、モザンビーク、東ティモール、ネパール、       などに派遣） 

☑ 国連で具体的に明記されている訳ではないが、６章の平和的手段と７章の強制的な手段の 

両方の性質をもつことから、6 章半活動と呼ばれている。 
 

▼PKO 参加５原則  

 
 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

■POINT1：集団的自衛権の容認（2014 年容認→2015 年法改正） 

   

 

 

 

 

 
 
   

▲個別的自衛権                  ▲集団的自衛権 
 

集団的自衛権の行使は、日本国憲法の下で行使するのは禁止という立場をとってきた。しかし、2014 年に 

それまでの憲法解釈を変更し、集団的自衛権の行使を可能とする閣議決定がなされた。 
 

■POINT2：安全保障関連法の制定（2015 年） 

 自衛隊法や PKO 協力法など既存 10 法の改正と、国際平和支援法という新法の制定を総称したもの。 
  

 従来 変更後 

PKO 協力法【改正】 国連が総括する平和維持活動に限定 PKO 以外の活動へも参加可能に 

事態対処法 

【改正】 

日本が直接武力攻撃を受けたら、 

自衛隊が武力で対処（個別的自衛権） 

他国への武力攻撃であっても、日本の存立が 

危うい場合(〔25           〕)には 

武力行使が可能に（集団的自衛権） 

国際平和支援法 

【新法】 
 

国会の承認があれば、法整備をしなくとも 

現に戦闘している地域以外であれば派遣可能に 

(ⅳ)近年の防衛政策 

(ⅲ)国連平和維持活動（PKO） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔   〕年 〔   〕組 〔   〕番   名 前〔                〕 

(ⅴ)平和主義に関連する判例 



 

 

 

 

 

 

 
                           
 

 

 
 

憲法９条  

[第１項] 日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動たる［ 戦争 ］と、 

武力による[ 威嚇 ]又は武力の行使は、国際紛争を解決する手段としては、永久にこれを放棄する。 

[第２項] 前項の目的を達するため、陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない。 

国の［ 交戦権 ］は、これを認めない。 

 

以上の条文にある通り、９条第１項にて〔1 戦争放棄 〕、第２項にて「戦力の〔2 不保持 〕」と 

「〔3 交戦権 〕の否認」を定めている。この前提がある中で、日本はどのように安全保障体制を 

作ってきたのだろうか。 
 

■平和主義制定の背景 

日中戦争～WW2 を通して、日本は 300 万人以上の死者 ⇒ 戦争を 2 度と起こさせない確固たる決意 

憲法前文では戦争放棄の理念が記載され、全人類に〔4 平和的生存権 〕を保障する姿勢が確認された。 

  

 Q,では、なぜ日本には自衛隊や米軍基地があるのか？  ⇒ 戦後のアメリカの動きが関係している 

  

■第二次世界大戦後の日米関係 

 

この自衛隊などの部隊は、憲法で禁止されている「戦力」にあたるのでは？という違憲論が唱えられてきたが、 

解釈を変化させながら活動を存続させている。 

 

 

 

 

 

戦 後 GHQ の管理下に入った日本 

冷戦の勃発（アメリカを中心とする西側 VS ソ連・中国などによる東側）← 日本はアメリカ側 

1950 
〔5 朝鮮戦争 〕勃発 

〔6 警察予備隊 〕発足 

1951 
サンフランシスコ平和条約 ： 占領の解除 

〔7 日米安全保障条約 〕締結 ： 米軍の[ 駐留 ]と[ 基地使用 ]を認める 

1952 〔8 保安隊 〕に改組 

1954 〔9 自衛隊 〕として強化：同年に制定された自衛隊法に基づいて、業務を実施 

(ⅰ)平和主義と自衛隊 

GHQ は、日本に対し軍隊の放棄を指示→平和国家の実現を目指す 

 

これをきっかけに、GHQ は日本へ再軍備の指令を実施 

 

「警察予備隊の目的は治安維持にあり、 
軍隊ではない。」（1950 年 吉田茂首相） 

「憲法が禁じている戦力とは、自衛のための最小限度を 
超えるものを指している。」（1972：田中角栄首相） 

「我が国と密接な他国に対する攻撃が発生し、 

これにより我が国の存立が脅かされる場合、 

国民を守るために他の手段がないのであれば 

必要最小限の実力行使は自衛のための措置 

として憲法上許容される」（2014：安倍晋三首相） 



■日本の防衛政策方針 

（1）〔10 文民統制 〕（11 シビリアン・コントロール ） 

 ・自衛隊を統轄するのは文民（＝ 軍人でない人 ）であるとする考え方  

・自衛隊は 内閣総理大臣 が最高指揮権をもち、国会や政府の統制下におく 

・内閣には国防に関する審議を行なう〔12 国家安全保障会議 〕（日本版 NSC）が設けられている 

 

（2）〔13 専守防衛 〕：相手から武力攻撃を受けた時に初めて防衛力を行使し、 

その行使は自衛のための必要最低限にとどめる 
 

（3）〔14 非核三原則 〕（1967 佐藤栄作内閣が表明、1971 国会で決議） 

          = 「 核兵器を もたず・つくらず・もちこませず 」 

 

 
 

 1951 日米安全保障条約調印 …米軍が日本に駐留することを認める。日本は必要な基地を提供しただけ！ 

           

 1960 ①日米安全保障条約改定＝新安保条約（日米相互協力及び安全保障条約） 双方性をもつ！ 

・〔15 共同 〕で防衛する義務 … 日本で日米いずれかが攻撃を受けた場合、共同行動をとる 

・事前協議制…安全保障に関する重大な事項は、事前に日米間で協議すること 

     ・10 年の期限（その後は自動延長）→ 現在に至る 

    ②〔16 日米地位協定 〕･･･在日米軍の日本での地位や基地の使用について規定 

                   米軍兵士に事実上治外法権的なものを認めていると批判もある 

     

 1978 〔17 ガイドライン 〕合意（日米防衛協力のための指針） 

      ・米軍と自衛隊による共同で、作戦などを立てていこう！ 

      ・〔18 思いやり予算 〕…在日米軍の駐留費用を一部負担する約束 

1989 冷戦終結 ： 東西両陣営の対立が終わる 

 1991 〔19 湾岸戦争 〕（アメリカを中心とする国連の多国籍軍 VS イラク） 

     ※自衛隊を海外に派遣できないことで、他国から批判にあう。 

「日本は金を払うだけで、人のサポートが無かった！(怒)」 

国際貢献の面で、自衛隊の海外派遣について議論が起こる。 
 

 1992 〔20 PKO協力法 〕成立 ：自衛隊が国連平和維持活動（PKO）に参加 

 1997 〔21 新ガイドライン 〕成立 

1999 〔22 周辺事態法 〕成立：日本周辺に有事が生じたとき、日本本土への攻撃がなくても 

                 米軍の後方支援や、民間の協力の要請を行うことができる 

 2001 アメリカ同時多発テロ ：同年、テロ対策特別措置法を制定し、自衛隊をインド洋へ派遣 

      さらに国際情勢は悪化… 

2003 有事関連３法成立 ： 日本が攻撃を受けた際の対処を規定 

2003 イラク復興支援特別措置法：イラクの非戦闘地域へ自衛隊派遣（＝初の戦時下陸上派遣） 

2004 有事関連７法成立 ： 日本が攻撃を受けた際の対処を規定 

 2009 海賊対処法成立：海賊の被害から守るため、自衛隊を派遣 

2014 〔23 集団的自衛権  〕の行使を容認 

 2015 〔24 安全保障関連法 〕：自衛隊の海外派遣や米軍などへの支援を「より拡大」。 

(ⅱ)アメリカとの関係 



 

 

★PKO (国連平和維持活動) 

☑ 1992 年 PKO 協力法を制定し、自衛隊の PKO 参加を条件付きで認める 

☑ PKO５原則に沿って、活動に参加していく → 1992 年、自衛隊がカンボジアに派遣（初の海外派遣） 

（ → その後、モザンビーク、東ティモール、ネパール、 南スーダン などに派遣） 

☑ 国連で具体的に明記されている訳ではないが、６章の平和的手段と７章の強制的な手段の 

両方の性質をもつことから、6 章半活動と呼ばれている。 
 

▼PKO 参加５原則  

 
 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

■POINT1：集団的自衛権の容認（2014 年容認→2015 年法改正） 

   

 

 

 

 

 
 
   

▲個別的自衛権                  ▲集団的自衛権 
 

集団的自衛権の行使は、日本国憲法の下で行使するのは禁止という立場をとってきた。しかし、2014 年に 

それまでの憲法解釈を変更し、集団的自衛権の行使を可能とする閣議決定がなされた。 
 

■POINT2：安全保障関連法の制定（2015 年） 

 自衛隊法や PKO 協力法など既存 10 法の改正と、国際平和支援法という新法の制定を総称したもの。 
  

 従来 変更後 

PKO 協力法【改正】 国連が総括する平和維持活動に限定 PKO 以外の活動へも参加可能に 

事態対処法 

【改正】 

日本が直接武力攻撃を受けたら、 

自衛隊が武力で対処（個別的自衛権） 

他国への武力攻撃であっても、日本の存立が 

危うい場合(〔25 存立危機事態 〕)には 

武力行使が可能に（集団的自衛権） 

国際平和支援法 

【新法】 
 

国会の承認があれば、法整備をしなくとも 

現に戦闘している地域以外であれば派遣可能に 

(ⅳ)近年の防衛政策 

(ⅲ)国連平和維持活動（PKO） 

攻撃     反撃 
攻撃 

反撃 反撃 
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〔   〕年 〔   〕組 〔   〕番   名 前〔                〕 

(ⅴ)平和主義に関連する判例 


